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2,442 2,474
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売　　上　　高（百万円） 3,302 2,604 2,442 2,474 2,312

経　常　利　益（百万円） 115 38 94 115 90

当　期　利　益（百万円） 44 7 ─ ─ ─

当 期 純 利 益（百万円） ─ ─ 2 62 84

１株当たり当期利益（円） 7.53 1.28 ─ ─ ─

１株当たり当期純利益（円） ─ ─ 0.40 11.08 15.17

株 主 資 本 比 率（％） 39.0 39.4 39.2 40.1 41.8

総　　資　　産（百万円） 5,916 5,577 5,471 5,407 5,350

純　　資　　産（百万円） 2,306 2,194 2,144 2,170 2,237
（注）1. 売上高には、不動産賃貸等収入を含んでおります。

2. １株当たり当期利益及び１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（第29期以降は自己株式控除後）に基づき算出しております。
3. 第31期から「商法施行規則の一部を改正する省令（平成15年２月28日法務省令第７号および平成15年９月22日法務省令第68号）」による改正後の
商法施行規則の規定に基づいて計算書類等を作成しておりますので、従来の「当期利益」「１株当たり当期利益」は「当期純利益」「１株当たり当期
純利益」と表示しております。
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社 長 メ ッ セ ー ジ

ごあいさつ
株主の皆様におかれましては、

益々ご清栄のことと拝察申しあ
げます。
さて、当社は平成17年10月20

日をもちまして第33期を終了い
たしました。
ここに事業報告書をお届けし、

その概況等についてご報告させ
ていただきますので、ご高覧の
ほどお願い申し上げます。
株主の皆様には、今後とも一

層のご支援ご鞭撻を賜りますよ
うお願い申し上げます。

平成18年1月

代表取締役社長 中山　輝也

■当期の概況と業績についてご説明ください
わが国経済におきましては、漸く景気回復の兆しが見えはじめ、好調な
輸出に支えられ企業収益が大幅に改善したことを背景に、民間設備投資が
増加し、雇用環境の改善により個人消費も緩やかに回復するなど民間部門
における景気好転の足取りはより確実となりつつあります。その反面、原
油価格高騰の影響を価格転嫁、企業努力等で吸収できたか否かにより、業
種間あるいは地域間において業績に大きな格差が生じました。
他方、当社の属する建設コンサルタント業界の市場環境におきましては、

地震や水害など自然災害に対する社会基盤整備への関心は高まってはいる
ものの、国・地方自治体の慢性的な財政難を背景にした公共投資抑制政策
により、業務量の減少と受注単価の引き下げは依然続いており、前期に引
き続き当期も厳しい状況が続きました。
このような状況のもと、当社は、より幅広い顧客層に対し積極的に営業

展開して、受注の確保に取り組みました。さらに、新潟県中越地震の災害
特需を受けた結果、当期における受注高は27億7千1百万円（前期比
34.9％増）と大幅に増加しました。しかしながら、調査現場が被災地と
いう特異な環境であるため、契約変更等の工期延長が多発し、多くが次期
繰越の受注残高計上となった為、売上高は23億1千2百万円（同6.5％減）
と減少となりました。

■利益面はいかがでしたか？
当期より業務損失引当金2千6百万円を計上しましたが、プロジェクト

毎のきめ細かく徹底した原価管理を実施した結果、売上総利益率は向上し
ました。販売費および一般管理費についても諸経費の削減に努めましたが、
営業利益1億4千7百万円（同16.3％減）、経常利益9千万円（同21.8％
減）となりました。
また、特別利益として財政再計算による退職給付引当金戻入益6千2百

万円を計上した結果、当期純利益は8千4百万円（同36.9％増）となりま
した。

■次期の見通し、取り組みについてお聞かせください
今後の当社をとりまく経営環境の見通しといたしましては、国および地

方自治体の公共事業費見直しなどにより引き続き公共投資は縮小傾向にあ
り、特に地方自治体においては一段と削減され、市場は厳しい競争状態が
続くものと予想されます。
次期の業績予想につきましては、売上高23億4千6百万円、経常利益1

億5百万円を確保する予定ですが、固定資産の減損会計の適用などにより
特別損失を計上するため、当期純損失1億5千4百万円を見込んでおりま
す。
このような状況のもと、当社といたしましては全国有数のレベルで過去

から蓄積された優れた技術、ノウハウをベースにした他社と異なる知的財
産を用いて、従来業務を確保するよう努力し、同時に、新しい分野として
「都市再生のマスタープラン」、「エネルギービジョン」、「土木・建築の構
造物耐震診断及びメンテナンス」や「環境関連業務」ならびに自治体の合
併に伴なうニュービジネスの開拓などに積極的に資源を投入し、時代のニ
ーズに合わせた組織を構築いたします。また、他社と差別化した手法を用
いた技術提案を積極的に取り入れ、受注目標を達成するように努めるとと
もに、引き続きコスト管理を徹底し、利益目標の達成を図ります。



地域おこし・まちづくり�

■河川･砂防及び海岸･海洋�
■電力土木�
■道路�

■下水道�
■都市計画及び地方計画�
■地質�

■土質及び基礎�

■トンネル�
■建設環境�

■鋼構造及びコンクリート�

登録している建設コンサルタント部門（10部門）�

　地域の地形・地質・文化・風土を良く理解し、優れた技術と最新の知
的サービスを顧客に提供することで、国民の安全と安心に貢献します。�
　地域の地形・地質・文化・風土を良く理解し、優れた技術と最新の知
的サービスを顧客に提供することで、国民の安全と安心に貢献します。�

地質・地盤調査�地質・地盤調査�
大地のドクター�

緑と水辺と大地を考える�

・公共投資減少�・公共投資減少�
・市場化テストの推進�・市場化テストの推進�
・少子・高齢化�・少子・高齢化�

・地球温暖化�・地球温暖化�
・ＣＯ２削減�・ＣＯ２削減�
・国土開発・国土形成�・国土開発・国土形成�
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主要事業の内容



地質・地盤調査�

・公共投資減少�
・市場化テストの推進�
・少子・高齢化�

・地球温暖化�
・ＣＯ２削減�
・国土開発・国土形成�

有機性廃棄物（事業系生ゴミ等）を発酵分解させてメタンガスを回収し、
ガス･電気･熱に再利用する技術開発を行います。�

ＧＩＳを活用して業務の効率化を実現�
地理情報システム -Geographical Information System-

都市計画業務� 固定資産業�

道路業�務� 上・下水道業�

共通の基図を利�用�
・道路台�帳�
・道路中心線デー�タ�
・占有物台帳デー�タ�
・地番デー�タ�
・家屋図デー�タ� 務�

務�

■衛星画像の活用�
・衛星画像販売�
　３次元衛星画像は、行政の電子管内�
　図として注目を浴びています�
・衛星画像カスタマイズ�
　衛星画像からムービー作成、ハザー�
　ドマップ、写真の貼り付け等の業務�
　が期待されています�
・衛星画像とＧＰＳ・ＧＩＳ�
　衛星画像と各種情報技術の融合が図�
　られており、これらを活用するさら�
　なる事業展開が期待されています�

発�確立された専門技術と新たなテクニカル・アイテムの融合による新事業開�

新たなテクニカル・アイテムの導入�

デジタル化された地図（地形）データと、統計データや属性情報な
どの位置や空間に関連したデータを統合的に扱い、分析や解析を
おこなう情報システムです。�
キタックでは、環境豊かなまちづくりや災害に強いまちづくり等
で最適なＧＩＳの活用方法を提案いたします。�

バイオマスを活用した循環型社会づくり�
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個別財務諸表

貸借対照表

科　　　目 第32期 第33期（当期）
（平成16年10月期） （平成17年10月期）

（資産の部）
流　動　資　産 1,400,291 1,391,765
現 金 及 び 預 金 445,205 395,200
受　　取　　手　　形 3,310 ─
完 成 業 務 未 収 入 金 692,149 383,685
未 成 業 務 支 出 金 189,217 510,820
貯　　　蔵　　　品 12,240 7,804
立　　　替　　　金 2,212 2,589
前　　払　　費　　用 6,255 7,971
未　　収　　入　　金 15,398 36,492
繰 延 税 金 資 産 30,535 43,601
そ の 他 の 流 動 資 産 5,471 4,611
貸　倒　引　当　金 △1,705 △1,011

固　定　資　産 4,007,523 3,958,644
有 形 固 定 資 産 3,626,059 3,573,474
建　　　　　　　　物 467,473 438,999
構　　　築　　　物 18,705 16,287
機　　械　　装　　置 5,675 5,803
工 具 器 具 備 品 388,252 395,272
賃　　貸　　資　　産 540,027 511,186
土　　　　　　　　地 2,205,925 2,205,925
無 形 固 定 資 産 15,347 12,413
ソ フ ト ウ ェ ア 11,401 8,467
電　話　加　入　権 3,945 3,945
投資その他の資産 366,116 372,756
投 資 有 価 証 券 94,203 132,544
子　会　社　株　式 119,280 119,280
子 会 社 出 資 金 26,583 26,583
長 期 前 払 費 用 22,846 17,869
保　　証　　金　　等 996 862
保　険　積　立　金 4,365 5,054
繰 延 税 金 資 産 98,240 70,606
貸　倒　引　当　金 △400 △45
資　産　合　計 5,407,815 5,350,409

科　　　目 第32期 第33期（当期）
（平成16年10月期） （平成17年10月期）

（負債の部）
流　動　負　債 915,653 1,145,816
業　務　未　払　金 157,502 165,857
短　期　借　入　金 200,000 400,000
一年以内返済予定の長期借入金 310,392 310,392
未　　　払　　　金 115,542 129,060
未 払 法 人 税 等 53,764 37,991
未 払 消 費 税 等 25,092 ─
未 成 業 務 受 入 金 1,584 16,852
預　　　り　　　金 4,226 4,229
賞　与　引　当　金 47,549 55,295
業 務 損 失 引 当 金 ─ 26,139

固　定　負　債 2,321,859 1,967,443
社　　　　　　　　債 700,000 700,000
長　期　借　入　金 1,353,918 1,043,526
退 職 給 付 引 当 金 80,282 36,007
役員退職慰労引当金 171,106 172,880
預　り　保　証　金 16,552 15,028
負　債　合　計 3,237,512 3,113,259

（資本の部）
資 　 本 　 金 479,885 479,885
資 本 剰 余 金 306,201 306,201
資　本　準　備　金 306,201 306,201

利 益 剰 余 金 1,501,197 1,544,170
利　益　準　備　金 48,207 48,207
任　意　積　立　金 1,334,827 1,333,710
買換資産圧縮積立金 24,827 23,710
別　途　積　立　金 1,310,000 1,310,000
当 期 未 処 分 利 益 118,162 162,252

株式等評価差額金 △6,604 17,270
自　己　株　式 △110,376 △110,376

資　本　合　計 2,170,302 2,237,149

負債及び資本合計 5,407,815 5,350,409

（単位：千円未満切捨表示）
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損益計算書

利益処分

科　　　目

営　業　収　益
完　成　業　務　収　入 2,370,586 2,216,544
不 動 産 賃 貸 等 収 入 103,553 2,474,139 96,236 2,312,780
営　業　費　用
完　成　業　務　原　価 1,666,980 1,522,542
不 動 産 賃 貸 等 原 価 73,632 80,249
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 557,223 2,297,836 562,429 2,165,220
営　業　利　益 176,302 147,559
営 業 外 収 益
受　　　取　　　利　　　息 207 56
受　　取　　配　　当　　金 1,362 1,422
雑　　　　　収　　　　　入 3,504 5,074 7,340 8,819
営 業 外 費 用
支　　　払　　　利　　　息 52,172 43,460
社　　債　　発　　行　　費 7,000 ─
社　　　債　　　利　　　息 3,725 7,743
雑　　　　　損　　　　　失 3,277 66,175 15,034 66,237
経　常　利　益 115,201 90,141
特　別　利　益
固　定　資　産　売　却　益 5,183 ─
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ─ 700
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 969 694
退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 ─ 6,152 62,814 64,209
特　別　損　失
固　定　資　産　処　分　損 478 478 749 749

税　引　前　当　期　純　利　益 120,875 153,601
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 70,350 70,237
法　人　税　等　調　整　額 △11,531 58,818 △1,616 68,621

当　　　期　　　純　　　利　　　益 62,056 84,980
前　　期　　繰　　越　　利　　益 56,106 77,272
当 　 期 　 未 　 処 　 分 　 利 　 益 118,162 162,252

（単位：千円未満切捨表示）

第32期
（平成15年10月21日～平成16年10月20日）

特
別
損
益
の
部

経
常
損
益
の
部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

科　　　目

当 　 期 　 未 　 処 　 分 　 利 　 益 118,162 162,252
任　意　積　立　金　取　崩　高
買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 1,117 1,117 1,066 1,066

合　　　計 119,279 163,319

（単位：千円未満切捨表示）

第32期
（平成16年10月期）

第33期（当期）
（平成16年10月21日～平成17年10月20日）

第33期（当期）
（平成17年10月期）

利　　　益　　　配　　　当　　　金 42,007 42,007 42,007 42,007
（１株につき７円50銭） （１株につき７円50銭）

次　　期　　繰　　越　　利　　益 77,272 121,311

●これを次のとおり処分いたしました。

（注）1. 買換資産圧縮積立金取崩高は、租税特別措置法の規定によるものであります。
2. 利益配当金は自己株式368,000株を除いて計算しております。



07

連結貸借対照表

科　　　目 第32期 第33期（当期）
（平成16年10月期） （平成17年10月期）

（資産の部）
流　動　資　産 1,437,749 1,441,845
現 金 及 び 預 金 468,756 418,003
受取手形及び完成業務未収入金 705,683 404,979
た　な　卸　資　産 200,192 521,721
繰 延 税 金 資 産 31,238 45,741
そ　　　の　　　他 33,793 52,641
貸　倒　引　当　金 △1,915 △1,241

固　定　資　産 3,937,800 3,885,974
有 形 固 定 資 産 3,664,474 3,610,550
建 物 及 び 構 築 物 500,903 469,173
機械装置及び運搬具 6,994 6,792
工 具 器 具 備 品 388,875 395,723
賃 　 貸 　 資 　 産 540,027 511,186
土　　　　　　　　地 2,227,674 2,227,674
無 形 固 定 資 産 17,680 13,832
ソ フ ト ウ ェ ア 12,928 9,081
そ　　　の　　　他 4,751 4,751
投資その他の資産 255,645 261,591
投 資 有 価 証 券 101,203 139,544
繰 延 税 金 資 産 98,240 70,606
そ　　　の　　　他 56,601 51,485
貸　倒　引　当　金 △400 △45
資　産　合　計 5,375,549 5,327,819

●連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円未満切捨表示）
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 111,328

（うち、減価償却費） 71,304

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,432

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △157,649

（うち、配当金） △42,007

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 50,752

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 468,756

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 418,003

●財政状態
当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）

は、営業活動による資金の増加はありましたが、投資活動ならびに財務
活動による資金の減少により、当連結会計年度末には４億１千８百万円
（前年同期比５千万円減少）となりました。

●営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動の結果得られた資金は、１億１千１百万円（前年同期比１億

２千６百万円の減少）となりました。これは、主に税金等調整前当期純
利益１億５千万円、減価償却費７千１百万円、売上債権の減少額３億円、
たな卸資産の増加額３億２千１百万円等によるものであります。
●投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動の結果使用した資金は、４百万円（前年同期は１千万円の獲

得）となりました。これは、投資有価証券の売却による収入が１千２百
万円あったものの、主に投資有価証券の取得による支出１千万円及び有
形固定資産の取得による支出３百万円等があったためであります。
●財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動の結果使用した資金は、１億５千７百万円（前年同期比３千

９百万円の減少）となりました。これは、主に短期借入金の純増加額２
億円、長期借入金の返済による支出３億１千５百万円等によるものであ
ります。

科　　　目 第32期 第33期（当期）
（平成16年10月期） （平成17年10月期）

（負債の部）
流　動　負　債 903,866 1,151,115
業　務　未　払　金 135,828 156,152
短　期　借　入　金 515,642 715,837
未　　　払　　　金 118,591 134,581
未 払 法 人 税 等 54,254 38,481
未 払 消 費 税 等 26,190 1,746
賞　与　引　当　金 47,549 57,095
業 務 損 失 引 当 金 ─ 26,139
そ　　　の　　　他 5,810 21,081

固　定　負　債 2,356,252 1,996,391
社　　　　　　　　債 700,000 700,000
長　期　借　入　金 1,388,311 1,072,474
退 職 給 付 引 当 金 80,282 36,007
役員退職慰労引当金 171,106 172,880
そ　　　の　　　他 16,552 15,028
負　債　合　計 3,260,118 3,147,506

（少数株主持分）
少数株主持分 ━ ━
（資本の部）
資 　 本 　 金 479,885 479,885
資 本 剰 余 金 306,201 306,201
利 益 剰 余 金 1,446,326 1,487,332
その他有価証券評価差額金 △6,604 17,270
自　己　株　式 △110,376 △110,376

資　本　合　計 2,115,431 2,180,312
負債・少数株主持分及び資本合計 5,375,549 5,327,819

（単位：千円未満切捨表示）

連結財務諸表



科　　　目

売　　　　上　　　　高
完　　成　　業　　務　　収　　入 2,451,348 2,257,858
不　動　産　賃　貸　等　収　入 103,397 2,554,745 96,080 2,353,938

売　　上　　原　　価
完　　成　　業　　務　　原　　価 1,730,959 1,527,767
不　動　産　賃　貸　等　原　価 73,632 1,804,591 80,249 1,608,016

売 　 上 　 総 　 利 　 益 750,154 745,921
販売費及び一般管理費 594,145 598,675
営　　業　　利　　益 156,008 147,246
営 　 業 　 外 　 収 　 益
受　　　　取　　　　利　　　　息 227 56
受　　　取　　　配　　　当　　　金 1,362 1,422
機 　 械 　 等 　 賃 　 貸 　 収 　 入 1,081 529
そ　　　　　　　の　　　　　　　他 2,454 5,127 6,882 8,890

営 　 業 　 外 　 費 　 用
支　　　　払　　　　利　　　　息 56,917 52,604
社　　　債　　　発　　　行　　　費 7,000 ─
そ　　　　　　　の　　　　　　　他 3,277 67,195 15,034 67,638

経　　常　　利　　益 93,940 88,498
特　　別　　利　　益
退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 ─ 62,814
投　資　有　価　証　券　売　却　益 ─ 700
貸　倒　引　当　金　戻　入　益 1,089 694
固 　 定 　 資 　 産 　 売 　 却 　 益 5,183 6,272 ─ 64,209

特　　別　　損　　失
固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 損 478 749
そ　　　　　　　の　　　　　　　他 ─ 478 1,270 2,019

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 99,734 150,688
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 70,840 70,727
法 　 人 　 税 　 等 　 調 　 整 　 額 △11,950 58,889 △3,053 67,674

当 　 　 期 　 　 純 　 　 利 　 　 益 40,844 83,014

科　　　目

資本剰余金の部
資　本　剰　余　金　期　首　残　高 306,201 306,201
資　本　剰　余　金　期　末　残　高 306,201 306,201
利益剰余金の部
利　益　剰　余　金　期　首　残　高 1,433,487 1,446,326
利　益　剰　余　金　増　加　高
当　　　期　　　純　　　利　　　益 40,844 40,844 83,014 83,014

利　益　剰　余　金　減　少　高
配　　　　　　　当　　　　　　　金 28,005 28,005 42,007 42,007

利　益　剰　余　金　期　末　残　高 1,446,326 1,487,332

08

連結損益計算書 （単位：千円未満切捨表示）

第32期
（平成15年10月21日～平成16年10月20日）

第33期（当期）
（平成16年10月21日～平成17年10月20日）

連結剰余金計算書
第32期

（平成15年10月21日～平成16年10月20日）
第33期（当期）

（平成16年10月21日～平成17年10月20日）

（単位：千円未満切捨表示）
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その他�
6.27％� 個人�

73.79％�

その他�
国内法人�
11.11％�

金融機関�
8.83％�

発 行 済 株 式 数 5,969,024株
株　 主 数 589名（うち単元株主数588名）

■ 所有者別状況 ■ 地域別状況

会 社 概 要

株 式 の 状 況

名　　　　　称 株式会社キタック
KITAC CORPORATION

設　　　　　立 昭和48年2月1日

資　　本　　金 4億7,988万5,200円

従　業　員　数 132名

役　　　　　員 代表取締役社長 中山　輝也
専 務 取 締 役 大谷　政敬
専 務 取 締 役 小野塚眞一
常 務 取 締 役 鈴木　嘉行
取 　 締 　 役 木野井　彰
取 　 締 　 役 坪川　行雄
取 　 締 　 役 平野　吉彦
監 　 査 　 役 長原　哲夫
監 　 査 　 役 安尻　利行

取　引　銀　行 第四銀行白山支店
北越銀行古町支店
（本社取引のみを記載）

所 　 在 　 地

本 　 　 社 〒950-0965
新潟県新潟市新光町10-2

東 京 支 店 〒111-0051
東京都台東区蔵前2-4-5 岩金ビル2F

仙 台 支 店 〒980-0011
宮城県仙台市青葉区上杉1-1-37 キタックビル2F

北信越事業所 〒942-0085
新潟県上越市大字五智国分3121-4

佐渡事業所 〒952-1209
新潟県佐渡市千種丙207-1

山形事務所 〒990-2435
山形県山形市青田4-8-8

福島事務所 〒963-8014
福島県郡山市虎丸町6-18 橋本ビル2F

中国・四国�
0.14％�

中部�
81.50％�

東北�
0.67％�

近畿�
1.18％�

その他�
6.27％�

関東�
10.24％�



株主の皆様のご意見を拝聴させていただきたく、アンケート
を実施させていただきます。お手数ではございますが同封の
アンケート用はがきにご記入の上、ご投函いただければ幸い
に存じます。

料金受取人払�

新潟中央局�
承　　   認�

差出有効期間�
平成18年７月�
31日まで�

593

郵便はがき�

3 5 2

9 5 0 8 7 9 0

切手ははらずに�
お出し下さい。�（� （�

（〒950-0965）�

新潟県新潟市新光町�
　　　　　　　10番地2

総務部　行�

�

性　別：　（1）男　/　（2）女�

年　齢：　
（1）20代　　（2）30代　　（3）40代�

　　　　　（4）50代　　（5）60代　　（6）70代以上�

株式取得年月：　　　　年　　　　月�

（キリトリ線）

ホームページのご案内

ht tp : / /www.k i tac .co . jp

株主アンケートのお願い



〒９５０-０９６５�
新潟市新光町10番地2�
TEL.025-281-1111�

�
URL http://www.kitac.co.jp

アンケート項目�

当社株式を保有された理由について。�
①将来性　　　②収益性　    ③安定性　�

④経営理念　　⑤事業内容　 ⑥財務内容　 �

⑦その他（　　　　　　　　　 ）�

�

当社についてどのようなイメージをお持ちですか。�
①技術先行型企業　　　②地域密着型企業　�

③堅実経営企業　　　④成長性の大きい企業�

⑤ゼネコンの下請け企業　　　⑥安全と快適性を追求する企業�

⑦その他（　　　　　　　　　 ）�

�

今後、当社（の経営）に対して何を求めますか。�
①より一層の経営の安定化　　②より一層の積極経営　�

③営業エリアの拡大　　④海外への進出　　⑤技術開発への注力

⑥より一層の株主還元　⑦その他（　　　　　　　　　 ）�

�

当社についてどのような情報をより深くお知りになりたいですか。�
①売上、利益計画　  ②経営方針　   ③事業戦略　�

④技術開発の内容　 ⑤その他（　　　　　　　　　 ）�

�

事業報告書の中で、どの記事に興味をもたれましたか。�
①社長メッセージ　②営業報告　③事業ポイント　�

④財務関連　      ⑤その他（　　　　　　　　　 ）�

■その他、当社に対しご意見・ご感想がございましたらご自由にお書き下さい。�

Q１�

Q2

Q3

Q4

Q5

（キリトリ線）

１.  決　算　期　日 毎年10月20日

２.  定 時 株 主 総 会 毎年1月　

３.  基　　準　　日 毎年10月20日
その他必要があるときは予め公告
いたします。

４.  １単元の株式の数 100株

５.  公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞※

６.  名義書換代理人 東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
（郵便物送付先連絡先） 中央三井信託銀行株式会社

証券代行部
郵便番号168-0063
TEL 0120-78-2031（フリーダイヤル）

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社
全国各支店

日本証券代行株式会社
本店・全国各支店

※貸借対照表に係る情報は、当社のインターネット・
ホームページ（URLは、http://www.kitac.co.jp/）
において提供しております。

株主メモ

( )
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